
1 ．はじめに 
　2015年に活動火山対策特別措置法（以下，活火
山法）が改正され，活火山を登山する者に対して，
自らによる火山情報の収集，連絡手段の確保等の
努力義務が新たに規定された。内閣府1）は登山者
が努力義務を達成するためには，噴火警戒レベル

や火山防災マップ等の情報を集め，火山に対する
正しい知識を持つことが重要だとしている。この
背景には，御嶽山の噴火災害の教訓がある。
　2014年 9 月27日，長野県と岐阜県にまたがる御
嶽山が噴火し，火口周辺にいた63名の登山者が死
亡もしくは行方不明となった。被災者の中には，
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噴火を認識した後に迅速な危険回避行動をとらな
かった方がいたとの報告があり2），噴火直後の判
断と行動が生死を分ける状況であったことが窺え
る。一方で，災害後に信濃毎日新聞が実施した調
査2）では，「御嶽山が火山だと知っていた」かつ
「登山で噴火に注意すべきだと思っていた」登山
者は全体の19％に留まっていたことが示されてい
る。噴火が発生した場合，その影響を間近で受け
る可能性があるのが登山者である。登山者は噴石
の飛散や降灰，溶岩流などの噴火現象による被災
を回避するべく，直ちに適切な退避行動を取るこ
とが求められる。そのため，活火山に登る登山者
は，自身が登る山が活火山であることを認識して
おくと同時に，火山に関する基礎的な知識や火山
噴火によって登山者が被害を受ける危険性を理解
しておくことが重要である3）。
　日本の活火山の中で最も登山者数の多い山が富
士山である。富士山は世界的な観光地でもあり，
例年20万人以上の登山者が訪れている4）。仮に登
山シーズン中に富士山が噴火した場合，噴火現象
に晒される人数は非常に多く，御嶽山噴火をはる
かに超える人的被害が起きる可能性がある。富士
山はいつ噴火してもおかしくないと指摘5）されて
おり，噴火時における登山者の安全確保は早急に
検討すべき重要な課題である。行政や山小屋など
の関係者は，火山噴火時の避難確保計画の作成な
ど防災対策の検討6）を進めているが，登山者自身
による自助努力の促進も不可欠である。富士山の
登山者の65.2％は登山初心者である7）との調査結果
から，火山噴火を含めた非常時の対応について準
備が不十分であると考えられる。しかも，その実
態については十分に把握されているとは言い難い。
　登山者の噴火に対する意識を調査した既往研究
としては海外の事例8）があるものの，国内での報
告はほとんどない。富士山に関連した既往研究と
しては，富士山麓に位置する山梨県富士吉田市と
富士河口湖町の住民を対象とした富士山噴火に関
する街頭アンケートの調査報告がある9）。同研究
では噴火警戒レベルの内容を約80％の人が知らず，
理解が進んでいないことが指摘されている。ただ
しこの報告は，富士山駅周辺の通行者や駅前商店

者へ声がけによって得られた55名分の回答結果を
もとにしている。そのため，調査結果は参考値と
して捉え，住民の認識を把握するためには，より
詳細な調査が必要である。小山・坂本10）は，富士
山ハザードマップに対して，静岡県・山梨県・神
奈川県および富士山麓にある市町村役場の防災担
当者115名に意識調査を実施し，観光客の防災知
識の普及啓発のためにハザードマップを周知する
必要性が認識されていることを示した。山本11）は，
富士山の下山者を無作為に抽出して18歳以上の
540人に面接式のアンケート調査を実施し，登山
中に感じた危険と不安について整理するとともに，
登山者は高山病の危険を最も重視することを明ら
かにした。しかし，これまでに扱われた調査項目
に火山噴火に関する内容は含まれておらず，富士
山の登山者の火山噴火に関する認識は明らかにさ
れていない。
　そこで本研究では，富士山における登山者の火
山噴火の認識を明らかにすることを目的に，富士
山が活火山であることの認識と噴火への備えや火
山情報の収集状況を把握するためのアンケート調
査を実施した。

2 ． 富士山の登山者向け火山情報提供の
現状

　登山者が登山前に収集すべき火山情報として，
内閣府1）は噴火警戒レベルと，各火山で起こりう
る現象や範囲を示した火山防災マップを挙げてい
る。噴火警戒レベルは，レベル 1から 5の 5段階
の区分で，噴火時などに危険な範囲や必要な防災
対応を示す情報を気象庁が発表する。富士山では
2007年12月から噴火警戒レベルが運用されており，
気象庁のWebサイトや富士登山オフィシャルサ
イトで確認できる。また，富士山では登山者に向
けて富士山噴火時避難ルートマップ（以下，避難
ルートマップ）が作成されている（図 1）12）。避
難ルートマップは富士山の突発的な噴火に対応す
るため，観光客や登山者，関係者の噴火時の避難
行動や支援の目安となることを目的として，山梨
県版は2015年に，静岡県版は2016年にそれぞれ作
成され，さらに両地図を統合した統合版が2016年
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に作成された。富士山での避難ルートマップは，
起こりうる現象や噴火地点ごとに避難すべき方向
を示しており，登山者が火山防災マップとして活
用することを企図したマップである。避難ルート
マップは，富士登山オフィシャルサイトや山梨県
防災ポータル等のWeb上で閲覧することができる。
　富士山の登山道のうち，吉田ルートへの登山口
があるスバルライン五合目において，登山者に向
けた火山に関する情報提供の現状を整理する。吉
田ルートは富士山の頂上を目指す 4ルートの内，
最も多くの登山者が利用する主要なルートであ
る7）。環境省によると，2021年夏期の富士山登山
者数は78,548人であり，吉田ルートの利用者は
69.2％（54,392人）を占めていた4）。
　スバルライン五合目の登山口には，登山に関す

る注意事項，落石への注意喚起ならびに自然公園
を利用する上での注意事項の標識が環境省と山梨
県によって設置されているが，火山噴火に関する
標識は設置されていない。登山口のすぐ横に位置
している山梨県営の五合目総合管理センターでは，
富士山登山における注意事項の周知や，外国人観
光客への案内，富士山保全協力金の集金等が行わ
れている。火山に関する情報として，五合目総合
管理センター横の掲示板に，現在の富士山の噴火
警戒レベルが掲示されている（図 2）。掲示板は
標識と比べ，状況に応じて速やかに掲示物を貼り
替えて情報を更新できる媒体である。現状の火山
に関する掲示物は，A4 用紙 1 枚ずつに日本語，
英語，中国語の 3ヵ国語で，それぞれ「噴火警戒
レベル 1」という内容が記載されている。気象庁

図 1　富士山噴火時避難ルートマップ

図 2　富士スバルライン五合目における火山情報の掲示
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が作成している富士山の噴火警戒レベルのポス
ターや，噴火警戒レベルそのものの説明は行われ
ていない（2021年 9 月時点）。

3 ．方法
3. 1　アンケート調査の実施概要
　富士山吉田ルートの出発点として多くの登山者
が利用する富士スバルライン五合目において，対
面でのアンケート調査を実施した。吉田ルートの
下山者が通過する五合目総合管理センターと登山
道入り口周辺で調査を行った。無作為で声がけを
して，調査への協力が得られた下山者を対象とし
た。調査員は，登山道から出てきた下山者に対し
てアンケート調査への協力を依頼した。回答者が
アンケートを記入し終えたら，登山者のタイプに
関係なく，次に登山道から出てきた人に声をかけ
て協力を依頼した。調査票の収集については文
献13）をもとに，例年の登山者数20万人を母集団と
し，少なくとも統計的信頼度90％，許容誤差 5％
を満たすのに必要なサンプルサイズ271人分の調
査票を回収することを目指した。調査時期は，富
士山の開山期間中の2021年 9 月 5 日（日）～ 9 月
8 日（水）の 4 日間である。下山者が多い午前 8
時～午後 2時を中心に調査を行った。
　今回の調査は，コロナ禍での実施であるため，
例年と異なる傾向を捉えている可能性があること
に留意する必要がある。新型コロナウイルスの感
染拡大を受けて2020年は富士山の登山道は閉鎖さ
れ，2021年は 2年ぶりの開山となった。また，調
査期間中は緊急事態宣言・まん延防止等重点措置
の発出期間中であり，全国的に大きな行動制限が
行われていた。環境省の集計4）では，2021年の富
士山の登山者数は約 7万 9千人で，2019年の登山
者数（約23万 6 千人）の約35％に留まっている。

3. 2　調査票の設計
　アンケートの調査票は，回答者の基本属性に関
する項目，富士山における火山噴火の認識に関す
る項目，噴火への備えや情報収集の状況に関する
項目から構成される。詳細を以下に記す。
　回答者の基本属性を把握する質問としては，年

代，性別，居住地の項目を設けた。登山者の登山
経験として，普段の登山経験と富士山の登山回数
を尋ねた。
　富士山における火山噴火の認識に関する項目と
しては，「富士山は噴火する可能性があることを
知っているか」について，「富士山に来る前から
知っていた，富士山に来てから知った，知らな
かった」の 3つの選択肢で回答を得た。また，火
山噴火への不安度についても尋ねた。設問では，
火山噴火だけでなく，山本11）が設定した富士山の
登山に伴う不安や危険に関する 5項目（天候の急
変，高山病，低体温症，転倒・捻挫，落石）とコ
ロナ禍という社会情勢を鑑みて感染症という項目
を加えた全 7 項目を挙げて，「富士山登山に伴う
各リスクに対してあなたが登山前に感じていた不
安度を教えてください」と尋ねた。回答には「と
ても不安だった，やや不安だった，どちらともい
えない，あまり不安ではなかった，まったく不安
ではなかった」の 5件法を用いた。
　登山者の噴火への備えや情報収集の状況を把握
するための項目としては，登山前に確認した情報
を把握するために，「富士山に安全に登るために，
どのような情報をチェックしましたか」という設
問を設け，気象情報，登山道の状況，火山の活動
状況などの選択肢から当てはまるものを全て選ぶ
ように求めた。
　吉田ルートの登山者は登山経験が少ない登山初
心者が大半を占め，約35％の登山者がガイドを利
用していることが報告されている7）。従って，登
山者はガイドから情報を得ることを期待している
可能性が考えられる。そのため，「富士山の登山
ガイドに対して，あなたが期待することは何です
か」という問いを設定し，体調不良や怪我の予
防・回避，事故や災害への対応，道案内と引率な
どの選択肢から複数回答を得た。さらに噴火に備
えた具体的な対策として，登山中のヘルメットの
使用の有無と不使用の場合はその理由を尋ねた。
　火山情報に関する認識について把握するために，
噴火警戒レベルおよび避難ルートマップの認知度
に関する項目を設けた。これは内閣府が活火山法
の改正に伴い，2015年より登山者が火山に登る場
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合は噴火警戒レベルおよび火山防災マップの情報
を収集することを努力義務として推奨しているた
めである1）。噴火警戒レベルについては，「富士
山では噴火警戒レベルが導入されていることを
知っていますか」と問い，「知っている，知らな
い」の選択肢と，無回答を減らすことを意図した
「わからない」という選択肢の 3 つから 1 つを選
ぶように求めた。また，「富士山の現在の噴火警
戒レベル」について，「噴火警戒レベル 1 ～ 5 と
わからない」という選択肢を提示して 1つを選択
してもらった。さらに，「気象庁から情報が発表
された場合，すみやかに下山を開始しなければな
らないと思う情報」について，「噴火警戒レベル
1～ 5と，火山の状況に関する解説情報，火山の
状況に関する解説情報（臨時），わからない」の選
択肢を提示して回答を得た。
　避難ルートマップの認知度については，「富士
山噴火時避難ルートマップを見たことがあります
か」と尋ね，「登山前に見た，富士山に来てから
見た，見ていない，わからない」という選択肢か
ら 1つを選ぶように求めた。ここで「登山前に見
た，富士山に来てから見た」と回答した方には，
続けて「富士山噴火時避難ルートマップの内容の
理解度について」尋ね，「理解している，ある程
度理解している，あまり理解していない，理解し
ていない，わからない」という選択肢から 1つの
回答を求めた。

4 ．結果
　調査の結果，309人（信頼度90％，許容誤差
4.7％）の有効回答を得た。調査を行なった各日の
回答数は， 5 日は107， 6 日は36， 7 日は89， 8
日は77であった。 4日間の天候は2021年 9 月 5 日，
6日， 8日晴れ， 7日曇り時々雨であった。

4. 1　回答者の基本属性
（1）　結果の報告
　回答者の年代については，20代が最も多く
67.0％を占め，30～50代が25.9％，60代以上は
2.3％であった。性別では男性がやや多く57.0％，
登山者の居住地は全国に分布しているものの，東
京都と神奈川県を中心に関東から訪れた人が
63.4％を占めた（表 1）。
　回答者の登山特性については表 1に示すように，
登山そのものが「初めて」という回答者が27.8％で，
登山経験は「過去数回」と回答した35.0％の回答
者と合わせると 6割以上の回答者は登山初心者で
あった。富士山での登山の回数は，「初めて」と
回答した方が79.3％であった。また，回答者の
88.0％は山小屋に宿泊しており，25.9％はガイド
が同行した登山であった。ガイドの利用について
は，登山が初めてまたは過去数回と回答した登山
初心者194人のうち54人（27.8％）がガイドを利用
し，その他の登山経験者115人においても26人
（22.6％）がガイドを利用していた。

項目 カテゴリー 人 割合

調査日

9/5（日） 107 34.6％
9/6（月） 36 11.7％
9/7（火） 89 28.8％
9/8（水） 77 24.9％

年齢

10代 7 2.3％
20代 207 67.0％
30代 48 15.5％
40代 24 7.8％
50代 8 2.6％
60代 4 1.3％
70代 3 1.0％
80代以上 0 0.0％
無回答 8 2.6％

N＝309

項目 カテゴリー 人 割合

性別

男性 176 57.0％
女性 104 33.7％
その他 1 0.3％
無回答 28 9.1％

居住地

北海道 2 0.6％
東北 7 2.3％
関東 196 63.4％
中部 38 12.3％
近畿 44 14.2％
中国 3 1.0％
四国 5 1.6％
九州 2 0.6％
無回答 12 3.9％

項目 カテゴリー 人 割合

普段の登山経験

初めて 86 27.8％
過去数回 108 35.0％
数年に一度 23 7.4％
年に一回程度 28 9.1％
年に数回 59 19.1％
その他 5 1.6％
無回答 0 0.0％

富士山登山回数
初めて 245 79.3％
2 回目 36 11.7％
3 回以上 28 9.1％

山小屋宿泊の有無
宿泊あり 272 88.0％
宿泊なし 33 10.7％
無回答 4 1.3％

ガイド同行の有無
ガイドあり 80 25.9％
ガイドなし 224 72.5％
無回答 5 1.6％

表 1　回答者の基本属性と登山特性
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（2）　回答者のデータに関する注意点
　本調査は，コロナ禍における緊急事態宣言・ま
ん延防止等重点措置の発出期間に実施されたもの
であり，例年とは異なる傾向を捉えている可能性
がある。特に，富士山の登山者の年代に関しては，
過去の調査記録7,11）によると，20代以下は41.8％
または47％，60代以上は 8 ％または5.9％といっ
た割合であったことが報告されている。2021年度
の本調査では，20代の割合が多い特徴がみられた。
コロナ禍における外出抑制効果を調べた廣井14）の
Web調査の報告によると，食事・社交・娯楽目
的での外出は，65歳以上の自粛の割合が29歳以下
と比べて高い傾向が示されている。そのため，
2021年の富士山の登山者の特徴においても，コロ
ナ禍での外出の自粛に関する影響があることが考
えられる。
　また，初めて富士山を登る人の割合は，環境省

の過去の調査7）では65.2％であるのに対し，本調
査では79.3％であった。60代以上が減少し，20代
が増加した年齢構成が影響を与えている可能性や，
コロナ禍での外出先の候補として自然地域を訪れ
る人が増えた影響などが考えられるが，定かでは
ない。コロナ禍での調査であること以外にも，マ
イカー規制が終了した 9月での調査実施であるこ
となどの影響も考えられ，これらのバイアスを取
り除くことは難しい。しかし，登山者の火山の認
識に関するデータはこれまでにないことから，今
後の研究の発展に寄与するべく，2021年の富士山
登山者の認識の現状を捉えたデータとして報告す
る。

4. 2　火山噴火への認識
　富士山が噴火する可能性があることは83.2％の
回答者が「富士山に来る前から知っていた」と回

表 2　火山噴火に関する認識と行動

項目 カテゴリー 人 割合

噴火の可能性の認識

富士山に来る前から知っていた 257 83.2％
富士山に来てから知った  13  4.2％
知らなかった  15  4.9％
無回答  24  7.8％

登山前に確認した情報※1

気象情報（天候や気温など） 277 89.6％
登山道の状況 116 37.5％
混雑情報  75 24.3％
山域での事故発生状況  32 10.4％
登山道上の緊急時の連絡先  32 10.4％
火山の活動状況（気象庁 HPなど）  21  6.8％
特になし  15  4.9％
その他  15  4.9％
周辺での地震の発生状況   3  1.0％

ガイドに期待する役割※1

体調不良やケガの予防・回避 114 36.9％
事故や災害への対応（落石や噴火など）  95 30.7％
道案内と引率  88 28.5％
富士山にまつわる知識（歴史，文化，動植物など）  85 27.5％
トラブル発生時の対応（忘れ物，紛失物など）  78 25.2％
登山マナーの周知  63 20.4％
その他   6  1.9％

ヘルメットの利用の有無
あり   9  2.9％
なし 299 96.8％
無回答   1  0.3％

ヘルメット不使用の理由※1※2

必要性を感じなかった 119 39.8％
荷物が増える  82 27.4％
使用を推奨されていることを知らなかった  76 25.4％
その他  10  3.3％
料金が高い   8  2.7％

N＝309 
※1を付した項目は複数回答 
※2ヘルメットを使用していないと回答した登山者299名のみ回答
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答し，「富士山に来てから知った」4.2％と合わせ
ると87.4％の人が噴火の可能性を認識した上で登
山をしていることが明らかになった（表 2）。一
方で，登山を開始する前に火山噴火に対してどれ
だけ不安を抱いていたかを尋ねた結果，「とても
不安だった」，「やや不安だった」と回答した人は
13.5％であり，86.5％の登山者は火山噴火に対し
て明確な不安感を抱いてはいなかった（図 3）。
図 3に示した結果において，「とても不安だった」，
「やや不安だった」という回答が多いものほど不
安度が高いとすると，天候の急変が「とても不安
だった」，「やや不安だった」と回答した人は
80.0％に上り，最も不安度が高いことが明らかに
なった。次いで高山病の不安度が高く，「とても
不安だった」「やや不安だった」を合わせて76.1％
の回答者が不安を抱いていた。感染症は45.8％，
低体温症は44.1％，転倒・捻挫は43.1％，落石は
36.4％であった。登山者の火山噴火に対する不安
感は，富士山登山に伴って起こりうるその他の危
険（天候の急変，高山病，低体温症，転倒・捻挫，
落石，火山噴火，感染症）と比べて最も不安度が
低いことが示された。

4. 3　登山者の噴火への備えと情報収集の現状
（1）　安全な登山のための備えと情報収集
　安全な登山をするために登山前に登山者が自ら
収集した情報について尋ねた結果，最も確認され
ていた情報は気象情報であり，89.6％の回答者が
確認していた。次いで多かったのは登山道の状況

であり，37.5％の回答者が確認していた。その他，
混雑状況を確認した回答者は24.3％，登山道上で
の緊急時の連絡先を確認していた回答者は10.4％
であった。気象庁の HP等で火山の活動情報を確
認した割合は6.8％に留まった（表 2）。また，ガ
イドに期待する役割としては，体調不良や怪我の
予防・回避が36.9％で最も支持されており，次い
で落石や噴火等の事故や災害への対応が30.7％で
あった（図 4）。登山中にヘルメットを利用した
割合は2.9％であり，ヘルメットを使わない理由
としては必要性を感じなかった人が多く（39.8％），
荷物が増えることを懸念する人が27.4％，使用を
推奨されていることを知らない人が25.4％であっ
た。ヘルメットの使用にかかる料金への懸念を回
答した人は2.7％と最も低かった（表 2）。

（2）　火山に関する情報収集と理解度
　富士山に噴火警戒レベルが導入されていること

図 3　登山に伴う危険への不安度

図 4　登山者がガイドに期待すること
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を知っていると回答した人は43.7％で，半数以上
は，「知らない」または，「わからない」と回答し
た（表 3）。また富士山に噴火警戒レベルが導入
されていることを知っていると回答した人の中で，
富士山の現在の噴火警戒レベルを正しく選択でき
た人は23.7％であり，回答者全体の10.4％であっ
た（表 3，図 5）。
　さらに，気象庁から情報が発表された場合，す
みやかに下山を開始しなければならないと思う情
報としては，表 3に示すように，「わからない」
という回答が最も多く37.8％を占め，次いで「噴
火警戒レベル 3」という回答が22.2％，「噴火警戒
レベル 4」が16.3％，「噴火警戒レベル 2」が
12.6％，「噴火警戒レベル 5」が3.0％，「噴火警戒
レベル 1」と「火山の状況に関する解説情報（臨
時）」はともに2.2％，「火山の状況に関する解説情
報」は1.5％と，全体的に回答にばらつきが出る結
果となった。下山のきっかけとしては，入山規制
となる「噴火警戒レベル 3」，または今後レベル
が引き上げられる可能性がある「火山の状況に関
する解説情報（臨時）」を選択することが望ましい。
しかし，「噴火警戒レベル 3」と回答した人は
22.2％，「火山の状況に関する解説情報（臨時）」
は2.2％であり，残りの75.6％の登山者は異なる回
答であった（表 3）。
　避難ルートマップは登山者の70.6％が「見てい
ない」または「わからない」と回答した。また，
「登山前に見た」，「富士山に来てから見た」と回
答した26.8％のうち，31.3％は内容を「あまり理

表 3　火山情報の収集・理解度

カテゴリー 人 割合
噴火警戒レベルの認知度※1

知っている 135 43.7％
知らない 119 38.5％
わからない 46 14.9％
無回答 9 2.9％
富士山の現在の噴火警戒レベルの認知度※2

噴火警戒レベル 1 32 23.7％
噴火警戒レベル 2 10 7.4％
噴火警戒レベル 3 9 6.7％
噴火警戒レベル 4 3 2.2％
噴火警戒レベル 5 1 0.7％
わからない 77 57.0％
無回答 3 2.2％
下山のきっかけにする情報※2

噴火警戒レベル 1 3 2.2％
噴火警戒レベル 2 17 12.6％
噴火警戒レベル 3 30 22.2％
噴火警戒レベル 4 22 16.3％
噴火警戒レベル 5 4 3.0％
火山の状況に関する解説情報 2 1.5％
火山の状況に関する解説情報（臨時） 3 2.2％
わからない 51 37.8％
無回答 3 2.2％
富士山噴火時避難ルートマップの認知度※1

登山前に見た 39 12.6％
富士山に来てから見た 44 14.2％
見ていない 190 61.5％
わからない 28 9.1％
無回答 8 2.6％
富士山噴火時避難ルートマップの理解度※3

理解している 10 12.0％
ある程度理解している 46 55.4％
あまり理解していない 21 25.3％
理解していない 5 6.0％
わからない 1 1.2％
※1 N＝309
※2  噴火警戒レベルを知っていると回答した登山者135名
のみ回答

※3  富士山噴火時避難ルートマップをみたことがあると回
答した登山者83名のみ回答

図 5　噴火警戒レベルの認知度と富士山の現在の噴火警戒レベルの認知度
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解していない」または「理解していない」と回答
した（表 3）。

5 ．考察
　本研究では，富士山を事例地として，これまで
データとして示されてはいなかった登山者の火山
噴火の認識の現状を明らかにすることを目的とし，
富士山が活火山であることの認識と噴火への備え
や火山情報の収集状況を把握するアンケート調査
を実施した。その結果， 8割以上の回答者は富士
山の噴火の可能性を認識していたが火山噴火に不
安を抱く人は 1割程度であった。火山の活動状況
を事前に確認した人や，登山中にヘルメットを利
用した人は 1割に満たなかった。また，富士山の
噴火警戒レベルや避難ルートマップの認知度が低
いことが明らかになった。

5. 1　登山者の火山噴火の認識
　富士山が噴火する可能性を認識した上で登山を
している人は87.4％であった（表 2）。一方で，火
山噴火に不安を抱いている人は13.5％と，天候の
急変や高山病に比べて不安度が低い傾向が明らか
になった（図 3）。噴火する可能性は認識してい
るものの，登山中に噴火に遭遇する可能性は低い
と考えていることが示唆される。登山者自らが安
全に登山をするために，登山前に収集した情報で
は，気象情報は89.6％の人が確認していたが，火
山の活動状況を確認した人は6.8％であった（表
2）。また，登山時にヘルメットを着用すること
は，転倒や落石対策として有効であると同時に，
噴火時の噴石対策として活用が期待されており，
利用が推進されているが，今回の調査では登山中
にヘルメットを利用した人の割合は2.9％に留ま
り（表 2），使用目的が浸透していないことが示
唆された。したがって，登山前に火山噴火に対す
る警戒や備えをしようとする認識は低く，2015年
の活火山法の改定で規定された活火山に登る登山
者の努力義務は十分に浸透していない可能性が示
唆される。
　登山者自身による情報収集を補う対策の 1つに
ガイドの利用が考えられる。富士山の登山者は，

登山経験の少ない初心者が多く，ガイドの利用率
が高いといった特徴がある7,11）。環境省の過去の
調査7）では，初めて富士山を登る人の割合は
65.2％であり，吉田ルートでのガイドの利用率は
3割程度であることが指摘されている。今回の調
査においても，初めて富士山に登る登山者は
79.3％であり，登山者のうち62.8％は登山初心者
で，ガイドの利用率は25.9％と，概ね同様の特徴
が確認された（表 1）。登山初心者に限らず経験
者でも約 2割の人がガイドを利用していたことか
ら，ガイドを介した情報の伝達は，登山者全体の
火山に関する認識の向上に寄与する可能性が考え
られる。登山者がガイドに期待する役割としても，
富士山の文化や動植物に関する知識より，体調不
良や怪我の防止・回避，落石や噴火などの事故や
災害への対応を期待していることが明らかになっ
た（表 2）。
　富士山の登山者は登山初心者や，富士山に初め
て登る土地勘のない登山者が多いため，噴火に遭
遇した場合に適切な退避行動をとることは難しい
と考えられる。御嶽山の噴火時には，山小屋関係
者が避難や救助の最前線に立たされていたことか
ら2），富士山での災害時においても，登山者はガ
イドの判断を頼りにして，避難誘導等の役割を求
める可能性が高い。今後は，登山者の火山噴火へ
の認識を全体的に向上させるボトムアップの対策
だけでなく，ガイド利用の促進やガイドの技術力
の向上といった対策によって，登山者の火山噴火
への認識の向上をはかる対策も検討していくこと
が望ましいと考えられる。

5. 2　登山者の火山情報の収集状況と理解度
　活火山の登山者は，火山の噴火等が起こった際
に円滑，迅速に避難できるよう，噴火警戒レベル
や防災マップ等の火山情報を集め，火山に対する
正しい知識を持つことが求められている1）。
　富士山の登山者を対象とした今回の調査結果で
は，噴火警戒レベルが富士山に導入されているこ
とは43.7％の人が認識していた。しかし，現在の
富士山の噴火警戒レベルをレベル 1と正しく回答
した人は全体の10.4％と，ほとんどの人は噴火警
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戒レベルについて正しく認識していないことが明
らかになった。また，すみやかに下山を開始しな
ければならないと思う気象庁からの情報について
は，37.8％の人がわからないと回答し，12.6％は
富士山の噴火警戒レベルの引上げ時に用いられな
いレベル 2と回答し，わずかではあるが，噴火警
戒レベル 1を下山のきっかけにするという回答も
見られた（表 3）。噴火警戒レベルのレベルごと
のとるべき対応について多くの登山者が正しく認
識していないことが明らかになった。登山者が情
報を正しく理解し，情報を活用できるよう，噴火
警戒レベルの数値を掲示するだけでなく，噴火警
戒レベルについての周知啓発を行う必要があると
考えられる。
　避難ルートマップの認知度については，登山者
の70.6％が「見ていない」または「わからない」と
回答しており，認知が進んでいない現状が明らか
になった。また，避難ルートマップを見たと回答
した人のうち31.3％の人が，内容を「あまり理解
していない，理解していない」と回答した。噴火
警戒レベルと同様に，避難ルートマップにおいて
も情報を正しく読み取り，理解できるような取り
組みが必要だと考えられる。
　5. 1で述べたように，登山者が登山前に火山噴
火に対する警戒や備えをしようとする認識は低く，
現状では登山者自身による火山に関する情報収集
は十分に行われていないことが示された。噴火警
戒レベルや避難ルートマップなどの情報の正しい
理解や活用を促すには，努力義務としての周知だ
けでなく，情報提供のあり方を改善していく必要
がある。例えば，日本火山学会では登山者向けの
パンフレット「安全に火山を楽しむために」を制
作，発行している15）。登山者が登山前にこれらの
情報に触れる機会をもてるよう，登山バス内での
案内や，保全協力金を集めるブース，富士山五合
目の登山道の入り口など，火山噴火に関心のない
登山者であっても必ず目にする場所での掲示や，
現場スタッフ，ガイドらによる直接的な案内に
よって周知啓発する必要があるだろう。

6 ．おわりに
　本研究では，活火山における登山者の火山噴火
に関する認識を把握するための調査票を設計し，
富士山の登山者を対象にアンケート調査を実施し
た。その結果，登山者は富士山の噴火の可能性を
認識しつつも，自身での積極的な情報収集や装備
の準備は行っておらず，火山噴火に対する不安度
が低いことが明らかになった。また，噴火警戒レ
ベルの認知や活用方法，避難ルートマップの認知
度は十分でなく，現状では，富士山の登山者は，
活火山に登る登山者に求められている火山防災に
関する努力義務の達成度が低いことが示唆された。
　登山者自身による情報収集と内容の理解を促す
ためには，登山直前の五合目において，現在の噴
火警戒レベルを掲示するだけでなく，緊急時や被
災時における登山者の判断や行動に寄与する火山
情報の提示を検討することや，登山者全員が登山
前に情報を目にする機会を創出することが望まし
いと考えられる。
　本研究の結果は，活火山に登る登山者の噴火に
関する情報収集の不十分さを浮き彫りにした。こ
れは，今後の活火山に登る登山者の安全確保の検
討や，登山者への火山リスクの周知の仕組みづく
りなどを検討する材料になりうると考える。また，
設計した調査票は，2014年御嶽山噴火以降に行わ
れた火山防災対策を反映して作成されており，富
士山に特化した一部質問を除いて他の活火山にも
適用可能な標準的な内容となっている（表 4）。
本調査票を用いることにより，それぞれの活火山
における登山者の火山噴火に関する認識を把握す
ることができる。さらに，継続的な調査を実施す
ることにより登山者の認識の長期的な変遷の把握
や情報提供の効果の検証，他の活火山と比較する
といった利用が期待される。
　なお，本調査はコロナ禍，緊急事態宣言・まん
延防止等重点措置の発出期間に実施されたもので
あり，例年と異なる傾向を捉えている可能性があ
ることに留意する必要がある。しかしながら，富
士山登山者の火山の認識に関する調査結果はこれ
までにないことから，火山に関する認識の現状を
示すデータとして意義があるものと考える。今後，
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継続的な調査を行い，withコロナ時代の登山者
の特徴を把握し，火山に関する認識にどのような
違いもたらしているのかを検証することが，登山
者の安全対策を検討する上で必要となるだろう。
特に外国人旅行者は入国制限下であり，外国人登
山者を対象とした調査については，今後取り組む
必要がある。
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要　　旨

　本研究では，富士山の登山者を対象に，富士山噴火に関する認識と，火山情報の収集状況を
明らかにすることを目的に，2021年 9 月に富士山吉田ルートの下山者を対象にアンケート調査
を実施した。調査の結果，回答者の 8割以上は富士山の噴火の可能性を認識していたが，火山
噴火に不安を抱く人は約 1 割であった。火山の活動状況を事前に確認した人は 1 割に満たな
かった。また，噴火警戒レベルや富士山噴火時避難ルートマップの認知度は低く，富士山の噴
火警戒レベルを正しく理解していないことが明らかになった。登山者自身による火山に関する
知識や火山情報の収集の促進のためには，登山道入り口などでの情報提供の充実が求められる。
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